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第5章 液状化対策工法の体系的整理 

5.1 液状化対策工法の体系的整理  
液状化対策工法については、対策費用が施工面積によって変わってくることから、こ

こではまず、代表的な工法に対して、液状化対策費用と施工面積の適用範囲を整理して

図 - 5.1.1 に示した。  
同図に示したとおり、各工法ともに施工面積が広くなるに従い対策費用が安価になる

ことが分かる。なお、図 - 5.1.1 に液状化対策工法の体系的整理結果を、またそれ以降に

は各工法を個票に整理して示した。なお、以下に示したとおり、個票に示した単価比較

だけでは対策工は決まらないことに留意する必要がある。  
 

①改良率によって対策効果が変わる。  
②最適な改良率 (杭式のものについては打設間隔や本数 )は、各工法によって異なる (特

に杭式のものは施工本数 )。  
③いずれの工法も限られた条件下でしか施工できないわけではない。  
④施工機械等の改良によって、適用範囲には幅を持たせることはできるがその工法の

標準的な施工範囲を超えると割高となる。  
⑤固化系と杭改良率を定めて、面的に改良する工法と杭のように改良長によって改良

効果を期待する工法がある。  
 
 

また、個票に整理した工法を、「新設地盤に適用可能な工法」「既設地盤に適用可能な

工法」「適用可能な工法」に分類して表 - 5.1.1～表 - 5.1.3 に示した。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 - 5.1.1 液状化対策費用と施工面積の適用範囲  
 

液状化対策費用

施
工
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50m
×50m

100m
×100m

10m
×10m

1万円/m2 10万円/m25万円/m2

振動式SCP
工法

静的締固
砂杭工法

深層混合
処理工法

高圧噴射
撹拌工法

既設構造物直下も
対応可能な工法

※ 液状化深さ8mとした

試算。地盤条件、施工条
件等によって異なる。

白抜き： 砂の圧入による密度増大工法

黒塗り：セメント固化系地盤改良工法

圧入式
締固工

法

出典： JGS関東支部・「造成宅地の耐震対策検討委員会
資料」を加筆・修正
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図 - 5.1.1 液状化対策工法の体系的整理結果  

埋立土に固化材を事前添加して運搬・搬入、新規埋立のみ可

ｳｫｰﾀｰｼﾞｪｯﾄで地盤切削と固化材の混合攪拌を行い固結体造成

液状化しにくい材料(砕石等)で置換、もしくは固化造粒等の改質

止水壁で囲み、ﾃﾞｨｰﾌﾟｳｪﾙ等で地下水位低下、沈下に留意

ﾄﾚﾝﾁ暗渠による地下水の自然流下、補助工法の必要性大

ﾏｲｸﾛﾊﾞﾌﾞﾙ等の消泡しにくいエアを地盤に注入して不飽和化

砕石パイルを造成して水圧の上昇抑制、他工法との併用多い

人工ドレーン材による排水、ドレーンの目詰り防止がカギ

地中構造物の周辺埋戻しに礫・砕石を利用、浮上り防止策

杭・矢板側面に排水部材を設けて水圧上昇を抑制、変形抑制も

剛性の高い連続壁を構築してせん断変形を抑制、確実だが高い

地盤の流動を抑制して変状を防止。既設物周辺の改良に適用

液状化しても構造物が安定するよう杭の本数や断面を増強

液状化を前提とした杭・護岸・布基礎等の設計と補強工の実施

堅固な地盤に支持された杭・矢板等で引き上げ抵抗力を付与

液状化による地盤変状に追従させる埋設管の保護方法
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※ＪＧＳ関東「造成宅地の耐震対策に関する研究員会」メディア懇談会資料，液状化対策工法設計・施工マニュアル（案），ＴＦ４メンバーからの意見に基づき再構成
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可撓継手による地盤変位吸収

ジオグリッドによる補強

動的締固め

静的締固め

地中に締固められた砂杭を形成、粘性土地盤にも適用可

振動・騒音を大幅に低減し、市街地での砂杭造成が可能

ロッドの振動圧入による直接的な締固め、良質な補給土不要

重錐の自由落下による衝撃力で締固め、浅層改良向き

先端にﾊﾞｲﾌﾞﾚｰﾀを内蔵した鋼管で締固め、振動・騒音比較的少

球根状の固結体を連続的に造成し、周辺地盤を圧縮強化する

強力な振動タンパによる締固め、表層改良向き

20～30cmのまき出し層ごとに転圧、盛土地盤向き

ﾀﾞｲﾅﾏｲﾄﾅ等を爆発、その衝撃力で密度増。振動・騒音非常に大

杭打設による締固め効果とせん断変形抑制効果、沈下抑制も

生石灰の吸水脱水+硬化+膨張による、粉塵と発熱に注意

盛土等により上載圧を作用させ、地盤を過圧密状態にして強化

固化材と原地盤を攪拌混合、改良部は堅固だが施工費は高い

表層安定処理工法 固化材と表層地盤を攪拌混合、囲込・キャッピング効果を創出

ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ孔を利用しｸﾞﾗｳﾄ等を注入、既設近傍での機動性高い
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地中に締固められた砂杭を形成、粘性土地盤にも適用可

振動・騒音を大幅に低減し、市街地での砂杭造成が可能
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球根状の固結体を連続的に造成し、周辺地盤を圧縮強化する

強力な振動タンパによる締固め、表層改良向き
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【液状化対策工法の体系的整理例】（サンドコンパクションパイル工法）動的締固め 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

1

４．概略コスト 

土木工事市場単価 

  ●標準市場単価－軟弱地盤処理工 （2011・秋） 

～参考～ 

 

規格・仕様 単位 千葉 

◆サンドドレーン工【手間のみ】 

打設長 

10ｍ未満 

10ｍ以上20ｍ未満 

20ｍ以上35ｍ未満 

 

 

ｍ 

〃 

〃 

 

 

1,240 

1,170 

1,430 

◆サンドコンパクションパイル工【手間のみ】 

打設長 

10ｍ未満 

10ｍ以上20ｍ未満 

20ｍ以上35ｍ未満 

 

 

ｍ 

〃 

〃 

 

 

2,500 

2,360 

3,450 

 

直接工事費 
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【液状化対策工法の体系的整理例】（サンドコンパクションパイル工法）静的締固め 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

2

ＳＡＶＥコンポーザー

４．概略工費

・標準施工能力115～145m／日

・概算標準工事費7,000～8,000円／m
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【液状化対策工法の体系的整理例】（振動棒工法）動的締固め 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【液状化対策工法の体系的整理例】（バイブロローテーション工法） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

3

液状化対策工法の体系的整理

一般建築物・土木構造物・戸建住宅主たる対象：新設のみ適用可既設・新設への適用性：

ＳＩＭＡＲ（吸水型振動締固め工法）改良工法：密度増大改良原理による分類：

①工法概要

液状化対策工法として従来から行われている振動棒締固め工法（ロッドコンパクション）
に吸水機構を付加した工法。吸水することでロッド加振時に発生する過剰間隙水圧の消
散が図れ、ロッドの振動エネルギーを確実に地盤に伝達させることが可能となり、締固め
改良効果が飛躍的に向上します。本工法の採用により施工ピッチが拡大できるので、工
期短縮とコストダウンが実現されます。

②特徴
・従来工法（SCP工法）と比較して、細粒分含有率の30%以下の地盤では、コストダウン

と工期短縮が可能（コスト比0.6～0.9）

・従来工法（SCP工法）と比較して、周辺への押出し水平変位が1/2～1/5程度と小さい

・充填材として良質な購入砂は不要（現地埋土の転用が可能）

③適用にあたっての留意点
・振動、騒音が発生するため、市街地での適用には20m以上の離隔と

対策が必要

・大型汎用機による施工のため、既存の戸建住宅地への適用には不適

④概略工費（直工費）
・地盤の細粒分含有率や改良仕様（N値増分量）によって変動する。従来
工法に対する改良1m3あたりの概略施工単価の低減率は右図を参照

参考資料【既存工法に対するコスト比率の試算例】

（原地盤N値）Ｎ０ ＝５→（改良地盤N値）Ｎ １ ＝１５
想定施工ボリューム＝３，０００ｍ

２

×２０ｍ＝６０，０００

ｍ
３

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0 5 10 15 20 25 30

地盤の細粒分含有率　ＦＣ 　(%)

あ
た
り
単
価
比
率

ｍ３

液状化対策工法の体系的整理

一般建築物・土木構造物・戸建住宅主たる対象：新設のみ適用可既設・新設への適用性：

ＳＩＭＡＲ（吸水型振動締固め工法）改良工法：密度増大改良原理による分類：

①工法概要

液状化対策工法として従来から行われている振動棒締固め工法（ロッドコンパクション）
に吸水機構を付加した工法。吸水することでロッド加振時に発生する過剰間隙水圧の消
散が図れ、ロッドの振動エネルギーを確実に地盤に伝達させることが可能となり、締固め
改良効果が飛躍的に向上します。本工法の採用により施工ピッチが拡大できるので、工
期短縮とコストダウンが実現されます。

②特徴
・従来工法（SCP工法）と比較して、細粒分含有率の30%以下の地盤では、コストダウン

と工期短縮が可能（コスト比0.6～0.9）

・従来工法（SCP工法）と比較して、周辺への押出し水平変位が1/2～1/5程度と小さい

・充填材として良質な購入砂は不要（現地埋土の転用が可能）

③適用にあたっての留意点
・振動、騒音が発生するため、市街地での適用には20m以上の離隔と

対策が必要

・大型汎用機による施工のため、既存の戸建住宅地への適用には不適

④概略工費（直工費）
・地盤の細粒分含有率や改良仕様（N値増分量）によって変動する。従来
工法に対する改良1m3あたりの概略施工単価の低減率は右図を参照

参考資料【既存工法に対するコスト比率の試算例】

（原地盤N値）Ｎ０ ＝５→（改良地盤N値）Ｎ １ ＝１５
想定施工ボリューム＝３，０００ｍ

２

×２０ｍ＝６０，０００

ｍ
３

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0
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地盤の細粒分含有率　ＦＣ 　(%)
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ｍ３

4

バイブロロッド

４．概略工費

・標準施工能力200～280m／日

・概算標準工事費1,500～2,200円／m
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【液状化対策工法の体系的整理例】（圧入締固め工法（ｺﾝﾊﾟｸｼｮﾝｸﾞﾗｳﾁﾝｸﾞ工法）） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

5
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【液状化対策工法の体系的整理例】（バイブロタンパー工法） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

6
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【液状化対策工法の体系的整理例】（群杭工法） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【液状化対策工法の体系的整理例】（生石灰杭工法） 
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【液状化対策工法の体系的整理例】（プレローディング工法） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【液状化対策工法の体系的整理例】（深層混合処理工法） 
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【液状化対策工法の体系的整理例】（表層安定処理工法） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【液状化対策工法の体系的整理例】（薬液注入工法） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

11

 液状化対策工法の体系的整理

一般建築物・土木構造物・戸建住宅主たる対象：既設地盤も適用可既設・新設への適用性：

パワーブレンダー工法（表層安定処理）改良工法：固結改良原理による分類：

①工法概要
パワーブレンダー工法とは、セメント・セメント系固化材などの改良材をスラリー状に混練後、地中に

噴射し原位置土と改良材を強制的に撹拌混合し、固化することを目的とした浅層・中層地盤改良工法
です。パワーブレンダーは、ベースマシーンにトレンチャー型撹拌混合機を装備した地盤改良専用機で、
トレンチャーに装着された撹拌翼で、原位置土をきめ細かに切削し改良材と撹拌混合し均一な改良地
盤の造成が可能です。

②特徴
地中変位量が少ないので、近接
施工が可能である。

構造物等の近接施工において
も地中変位量が少ないので、構
造物に影響を与えない。さらに
軟弱地盤上であっても重機作業
床確保が容易で、作業床確保に
サンドマット等が必要ないので、
サンドマット等による変位も生
じない。

③適用にあたっての留意点
1～13mの浅層・中層の地盤改良に最適であり、改良深度に応じて他の機械攪拌工法との比較・選定

が必要となる。

④概略工費

《スラリー噴射方式》

・標準施工能力40m3／hr

・概算標準工事費2,900円／m3（材料・仮設除く）

12 
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・概略工費

標準施工能力4.8m3／日

概算標準工事費15,000～20,000円／m3（直工費）
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【液状化対策工法の体系的整理例】（事前混合処理工法） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【液状化対策工法の体系的整理例】（高圧噴射攪拌工法） 
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液状化対策工法の体系的整理

一般建築物・土木構造物・戸建住宅主たる対象：既設・新設適用可既設・新設への適用性：

マルチジェット工法改良工法：固結改良原理による分類：

①工法概要
自由形状、大口径改良を可能とした高圧噴射攪拌工法の一種

②特徴
・自由形状の改良、大口径改良（φ2.0～8.0m）の造成が可能

・液状化対策として有効な格子状改良を低コストで行なうことができる

・周辺への影響（振動・騒音・変位）が少なく、市街地への適用可能

・狭隘部用の小型マシンにより、戸建住宅敷地内での施工も対応可能

③適用にあたっての留意点
・造成時にセメント混り排泥が発生するため、別途排泥処分が必要

・格子状改良の形状を設定するため、設計地震動・地盤条件をもとに

詳細検討が必要

・戸建住宅へ適用した場合、塀の一部撤去が必要となる場合がある

④概略工費（直工費）
＜格子状改良、排泥処分費別＞

改良土量 当り：15,000～25,000円/ 程度

格子状改良

建物

格子状配置例

適用例

液状化対策工法の体系的整理

一般建築物・土木構造物・戸建住宅主たる対象：既設・新設適用可既設・新設への適用性：

MAGAR工法改良工法：固結改良原理による分類：

①工法概要
自在ボーリング技術を用いた薬液注入工法

②特徴
・既設建物直下の地盤改良が可能

・周辺への影響（振動・騒音・変位）が少なく、市街地への

適用可能

・戸建住宅敷地外から施工を行うため、住民に対して施工

時の制限がない

③適用にあたっての留意点
・最大削孔延長150mまで
（それ以上は、削孔位置の段取り替えが必要）

・削孔精度±30cm程度

・

④概略工費（直工費）

改良土量 当り：40,000～80,000円/ 程度

構造物

自在ボーリング

削孔管
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【液状化対策工法の体系的整理例】（柱状ドレーン工法）グラベルドレーン工法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

15
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【液状化対策工法の体系的整理例】（柱状ドレーン工法）人工材料ドレーン工法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

16
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【液状化対策工法の体系的整理例】（周辺巻立てドレーン工法） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【液状化対策工法の体系的整理例】（排水機能付き鋼材） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

17 18
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【液状化対策工法の体系的整理例】（シートパイル締切工法） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

【液状化対策工法の体系的整理例】（浮上がり防止用鋼矢板） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

19 20
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表- 5.1.1 新設地盤に適用可能な工法(1) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

表- 5.1.1 新設地盤に適用可能な工法(2) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

   サンドコンパクションパイル工法 

   ＳＡＶＥコンポーザー工法 

   ＳＡＶＥマリン ※土木構造物・護岸を対象 

   ＳＤＰ－Ｎ工法 

   ＳＩＭＡＲ（吸水型振動締固め工法） 

   バイブロロッド 

   バイブロフローテーション 

   圧入締固め工法（コンパクショングラウチング工法） 

   ＳＡＶＥ－ＳＰ 

   バイブロタンパー工法 

   群杭工法 ※一般建築物を対象 

   生石灰杭工法 

   プレローディング工法 

   深層混合処理工法 

   ＤＪＭ 

新設地盤に適用可能な工法 

１ 

２ 

３ 

４ 

５ 

５ 

6 

７ 

8 

２ 

9 

10 

10 

２ 

４ 

 
   ＣＩ－ＣＭＣ 

   パワーブレンダー工法 

   ニューマックス工法 

   カーベックス工法 

   バルーングラウト工法 

   浸透固化処理工法 

   超多点同時注入工法 

   事前混合処理工法 ※土木構造物対象 

   クロスジェット工法 

   ジオパスタ工法 

   ジェットクリート工法 

   スーパージェット工法 

   エフツインジェット工法 

   ＪＡＣＳＭＡＮ 

   Ｘ－ｊｅｔ 

   マルチジェット工法 

11

12

12

12

12

12

13

14

14

14

14

14

14

14

10

14
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表- 5.1.1 新設地盤に適用可能な工法(3) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
   ＭＡＧＡＲ工法 

   グラベルドレーン 

   締固め砕石ドレーン工法 

   ＤＥＰＰ工法（スパイラルドレーン工法・グリッドドレーン工法） 

   ドレーンパイプ工法 

   アースドレーン工法（周辺巻立ドレーン工法） 

   排水機能付鋼材 

   シートパイル締切工法 

   浮き上り防止用鋼矢板 

15 

16 

16 

16 

17 

18 

19 

20 

14 
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表- 5.1.2 既設地盤に適用可能な工法(1) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

表- 5.1.2 既設地盤に適用可能な工法(2) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

   ＳＡＶＥマリン ※既設護岸が対象 

   圧入締固め工法（コンパクショングラウチング工法） 

   ＳＡＶＥ－ＳＰ ※斜め打設 

   パワーブレンダー工法 

   ニューマックス工法 

   カーベックス工法 

   バルーングラウト工法 

   浸透固化処理工法 

   超多点同時注入工法 

   クロスジェット工法 

   ジオパスタ工法 

   ジェットクリート工法 

   スーパージェット工法 

   Ｘ－ｊｅｔ 

   マルチジェット工法 

既設地盤に適用可能な工法 

２ 

５ 

５ 

11 

12 

12 

12 

12 

12 

14 

14 

14 

14 

14 

14 

 

   ＭＡＧＡＲ工法 

  アースドレーン工法（周辺巻立ドレーン工法） 

   排水機能付鋼材 

   シートパイル締切工法 

   浮き上り防止用鋼矢板 

14

1717

18

19

20
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表- 5.1.3 宅地に適用可能な工法 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

   ＳＡＶＥコンポーザー工法 ※超小型施工機を使用 

   圧入締固め工法（コンパクショングラウチング工法） 

   ＳＡＶＥ－ＳＰ ※超小型施工機を使用 

   プレローディング工法 

   ＣＩ－ＣＭＣ ※超小型施工機を使用 

   パワーブレンダー工法 

   カーベックス工法 

   バルーングラウト工法 

   ジェットクリート工法 

   エフツインジェット工法 ※超小型施工機を使用 

   Ｘ－ｊｅｔ 

   マルチジェット工法 

   ＭＡＧＡＲ工法 

   グラベルドレーン工法 ※超小型施工機を使用 

   排水機能付鋼材 

宅地に適用可能な工法 

２ 

５ 

５ 

9 

10 

11 

12 

12 

14 

14 

14 

14 

14 

15 

18 

   シートパイル締切工法 

   浮き上り防止用鋼矢板 20

19
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巻末資料-1 一次元地震応答解析の検討結果 

311 地震の地震波形データが近傍で記録されており、PS 検層結果がある浦安市役所(元町)及び高洲小学校(新町)
において、N 値から推定した Vs の妥当性について検討を行った。具体的には、観測波形記録を概ね再現できた

PS 検層結果の Vs を採用したモデル(以下、PS モデル)による一次元地震応答解析結果と、N 値から推定した Vs
を用いたモデル(以下、N 値モデル)による一次元地震応答解析を比較検討した。 

その結果、浦安市役所、高洲小学校ともに PS モデルと比較して N 値モデルにおける地表最大加速度のほうが

小さくなる傾向を示した。 
このため、浦安小学校における As1 層、高洲小学校における Fs 層及び As1 層の PS モデルの Vs が N 値モデル

の Vs の約 0.8 倍であることに着目し、両層に対して N 値モデルの Vs を 0.8 倍とした場合の検討を行った。その

結果、両地点ともに PS モデルの結果と同程度の地表最大加速度が得られた。なお、京葉ガスのガバナー地点に

おいても、N 値モデルの Vs を 0.8 倍とすることで、地表最大加速度が観測記録に近づく傾向を示した。 
以上より、本検討では Fs 層及び As1 層については N 値から推定された Vs を 0.8 倍した値を採用した。 
 

○浦安市役所における一次元地震応答解析の感度分析解析結果(EW 成分) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
○高洲小学校における一次元地震応答解析の感度分析解析結果(EW 成分) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

PS検層結果 N値から推定
Fs 93 120 0.78
As 124 170 0.73
Ac 133 140 0.95
Ac 161 160 1.01
Nas 289 230 1.26
Nac 188 170 1.11
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○ガバナー位置における応答解析結果 

細山 東野 明海 入船 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

0 50 100 150 200 250 300

深
度

(m
)

最大加速度(Gal)

N値からVsを推定

N値からVsを推定(Fs、Asのみ0.8倍)  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

0 50 100 150 200 250 300

深
度

(m
)

最大加速度(Gal)

N値からVsを推定

N値からVsを推定(Fs、Asのみ0.8倍)  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

0 50 100 150 200 250 300

深
度

(m
)

最大加速度(Gal)

N値からVsを推定

N値からVsを推定(Fs、Asのみ0.8倍)

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

0 50 100 150 200 250 300

深
度

(m
)

最大加速度(Gal)

N値からVsを推定

N値からVsを推定(Fs、Asのみ0.8倍)

入船一丁目 今川 浦安日航社宅 明海南 

  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

0 50 100 150 200 250 300
深

度
(m

)

最大加速度(Gal)

N値からVsを推定

N値からVsを推定(Fs、Asのみ0.8倍)

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

0 50 100 150 200 250 300

深
度

(m
)

最大加速度(Gal)

N値からVsを推定

N値からVsを推定(Fs、Asのみ0.8倍)

千鳥 千鳥供給所   

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

0 50 100 150 200 250 300

深
度

(m
)

最大加速度(Gal)

N値からVsを推定

N値からVsを推定(Fs、Asのみ0.8倍)  

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

50

55

60

65

70

0 50 100 150 200 250 300

深
度

(m
)

最大加速度(Gal)

N値からVsを推定

N値からVsを推定(Fs、Asのみ0.8倍)  

  

 
 
 

 
○311 地震加速度分布図 
※図中のプロットは、K-NET008 及び京葉ガス ガバナー地点における観測記録データ) 
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これらの図は、地盤調査結果を基に浦安地域の地

盤をモデル化した上で想定地震による「液状化の

影響の程度」を計算で求めたものです。このため、

想定した地震が発生した場合でも各エリア内の

全てが必ずここに示すとおりになるとは限りま

せん。また、地盤改良等の効果については反映し

ていません。 



110 

巻末資料-2 311 地震の液状化危険度評価(検討ケース別 PL値) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

311 地震 

311 地震 

311 地震 

・311 地震以降に実施

した室内試験で得ら

れ た 液 状 化 強 度

(RL20)を考慮 

・311 地震以降に実施

した室内試験で得ら

れ た 液 状 化 強 度

(RL20)を考慮 
・311 地震の特徴を考

慮 RL100を考慮 
→Fs 層：RL20×0.819

As 層：RL20×0.781
その他の影響(ｽﾛｯｼﾝ
ｸﾞ現象、余震等)を考

慮 
→新たな定数 c(=0.8)
を設定 

・311 地震以降に実施

した室内試験で得ら

れ た 液 状 化 強 度

(RL20)を考慮 
・311 地震の特徴を考

慮 RL100を考慮 
→Fs 層：RL20×0.819 

As 層：RL20×0.781 

これらの図は、地盤調査結果を基に浦安地域の地

盤をモデル化した上で想定地震による「液状化の

影響の程度」を計算で求めたものです。このため、

想定した地震が発生した場合でも各エリア内の

全てが必ずここに示すとおりになるとは限りま

せん。また、地盤改良等の効果については反映し

ていません。 
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巻末資料-3 H1-H2の関係を用いた検討 

地表面付近には、地下水以浅の不飽和土層や粘性土層など、液状化の恐れのない土層が存在する。このため、

地震時にその下の飽和砂質土が液状化を生じた場合においても、表層の液状化しない土層（以下、非液状化層と

称す）の存在により、その影響が地表面に及ばないこともある。 
既往の研究成果を基にした、液状化の影響が地表面に及ぶか否かを定める関係として、図-1 に示す「非液状化

層厚 H1と液状化層厚 H2の関係」がある（「UR 都市機構：宅地耐震設計マニュアル(案),平成 20 年 4 月」）。その概

要を以下に抜粋して示す。なお、H1と H2 の設定方法は図-2 に示すとおりである。 
（注）上記文献の内容は、平成 15 年版の同マニュアルに掲載されたものと同じである。 

 
通常、宅地地盤の地表面付近には、地下水以浅の不飽和土層や粘性土層等、液状化の恐れのない土層が存在

する。このため、地震時にその下の飽和砂質土が液状化を生じた場合においても、表層の非液状化層の存在に

よりその影響が地表面に及ばないこともある。図解Ⅳ.1-12（図-1）に示す曲線関係は、中地震および大地震に

おいて、地表面付近に噴砂や噴水、クラック、不同沈下等の変状が生じるか否かの境界を示すものである。す

なわち、それぞれの想定地震に対して、液状化層厚と非液状化層厚の関係が曲線の右側に位置する場合、地表

面における地盤の変状は生じず、左側に位置する場合は何らかの変状が生じることを示す。 
（出典）「UR 都市機構：宅地耐震設計マニュアル（案），平成 20 年，p36」より抜粋（一部加筆） 

 
 なお、図中にある「大地震」、「中地震」については、同マニュアルにて以下のように定義されている。 

１）中地震：宅地又は当該宅地を敷地とする建築物等の供用期間中に１～２度程度発生する確率を持つ一般的

な地震動 
２）大地震：発生確率は低いが直下型又は海溝型巨大地震に起因するさらに高いレベルの地震動 

（出典）「UR 都市機構：宅地耐震設計マニュアル（案），平成 20 年，p9」より抜粋 
 
 

 
 
 
 
 

(a) 対象が全て砂層の場合 
 
 
 
 
 
 

(b) 砂層の上に粘土層がある場合 

（地下水位が粘土層内） 
 
 
 
 

 

図-1 非液状化層厚 H1 と液状化層厚 H2 の関係 
(c) 砂層の上に粘土層がある場合 

（地下水位が砂層内） 
図-2 非液状化層厚 H1および 

液状化層厚 H2の設定方法 
（出典）「UR 都市機構：宅地耐震設計マニュアル（案）,平成 20 年 4 月」に加筆 

 
(1)311 地震に対する H1-H2の関係 

液状化層厚 H2 は、液状化判定結果から FL<1.0 の層厚を把握して設定した。なお、液状化判定は、「道路橋示

方書・同解説 V 耐震設計編,平成 14 年 3 月」に対して、以下の点を変更して実施した。 
 
①水平震度 
地震応答解析で得られた地表最大加速度を基に設定した。 

②液状化強度(繰返し三軸強度比 RL) 
311 地震後に実施した室内試験で得られた液状化強度(RL20)を考慮できるよう、1.5.3 に示した関係を用い

て設定した。また、311 地震の特徴である継続時間が長かったことを考慮して、液状化強度(繰返し三軸

強度比 RL)として RL100 を採用した(RL20×0.8)。 

L
Rc

L
RF Lw

L   

     ここで、FL：液状化に対する抵抗率 
         R：動的せん断強度比 
         L：地震時せん断応力比 
         cw：地震動特性による補正係数 
         RL：繰返し三軸強度比(RL100 (=0.8 RL20)を採用) 
 

上記で得られた FL値をもとに作成した H1-H2 の関係を図-4(a)に示したが、311 地震での液状化による被害が大

きいと判断したエリアに該当する評価ポリゴンのうち、中地震に対して「影響なし」と判定される地点が存在し

た。311 地震では、本震時に長時間の繰返し荷重を受けたことで地盤内の過剰間隙水圧が上昇し、その状態が維

持されたまま余震の影響を受け、過剰間隙水圧が伝播することで本震では液状化しなかった上部の層も液状化し

たものと推察される。このため、過剰間隙水圧の伝播による液状化層 H2 の増加を考慮して H1-H2の関係を整理し

たのが図-4(b)及び(c)である。 
図-4(b)は、311 地震を中地震と位置付けて上記のメカニズムを踏襲した結果であり、液状化判定から把握した

H2を図-3a)の要領で増加させ、H1をその分減少させた。この結果より、いずれの地点も中地震に対して「影響あ

り」と判定される結果となった。なお、参考までに 311 地震を大地震と位置付けて上記のメカニズムを踏襲した

結果が図-4c)あり、液状化判定から把握した H2を図-3b)の要領で増加させ、H1 をその分減少させた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-3a)中地震の境界を使用           図-3b)中地震の境界を使用 

 
(2) 想定地震に対する H1-H2の関係 

図-5 には、想定地震(レベル 2 地震動内陸直下型地震 東京湾北部地震、レベル 2 地震動プレート境界型地震 相
模トラフ沿いの地震、レベル 1 地震動 千葉県東方沖地震)に対する H1-H2 の関係を示すとともに、「影響なし」と

なるためにはどれだけ非液状化層 H1を増加させればよいかの頻度分布図を併せて示した。 
これらの結果から、レベル 2 地震動に対して地表に影響が及ばないような非液状化層 H1 とするためには、現状

よりも 4～6m 程度の非液状化層の増加が必要となることが分かる。 
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過剰間隙水圧の上昇により、   の分だけ H2 が増えると考えた。  
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過剰間隙水圧の上昇により、   の分だけ H2 が増えると考えた。 
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図-4 H1-H2の関係(311 地震) 
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311 地震 

b)過剰間隙水圧の伝播による影響を考慮 
(中地震の境界を使用) 

航空レーザー測量結果から沈下量が大

きいと判断したエリアに該当する地点 
航空レーザー測量結果から沈下量が大

きいと判断したエリアに該当する地点 

a)本震直後 
c)過剰間隙水圧の伝播による影響を考慮 

(大地震の境界を使用) 

航空レーザー測量結果から沈下量が大

きいと判断したエリアに該当する地点 

b)過剰間隙水圧の伝播による影響を考慮 
(中地震の境界を使用) 

a)本震直後 c)過剰間隙水圧の伝播による影響を考慮 
(大地震の境界を使用) 

これらの図は、地盤調査結果を基に浦安地域の地盤をモデル化した上で想定地震による「液状化の影響の程度」を計算で求めたものです。このため、想定

した地震が発生した場合でも各エリア内の全てが必ずここに示すとおりになるとは限りません。また、地盤改良等の効果については反映していません。 
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図-5 H1-H2の関係(レベル 2 地震動、レベル 1地震動) 
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これらの図は、地盤調査結果を基に浦安地域の地盤をモデル化した上で想定地震による「液状化の影響の程度」を計算で求めたものです。このため、想定

した地震が発生した場合でも各エリア内の全てが必ずここに示すとおりになるとは限りません。また、地盤改良等の効果については反映していません。 
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